
ITS 研究会(ITS) テーマ：交通における計測, 一般(電気系 3 学会 ITS 合同研究会)2005/09/05-06 

 
 
 

交通心理学の視点からのITS 

松永勝也 

九州産業大学情報科学部知能情報学科 

(813-8503 福岡市東区松香台2-3-1) 

 

 

ITS on the Viewpoint of Traffic Psychology 

 

Katsuya Matsunaga 

 

Key Words: ITS, driver support system, traffic accident prevention, telematics. 

 

 

1．ITS の国家的開発計画(1-2) 
自動車運転事故防止のための運転支援システムの開発・研

究が国家プロジェクトとして世界的に進められている．例え

ば，米国においては， 2008年までに20%の致死事故減少を目

標に，開発・研究が進められている．このプロジェクトにお

いては，ナイトビジョンシステムや運転者の低覚醒状態検出，

衝突警報システムの開発が主に計画されている(3)．AHS

（ Advanced cruise-assist Highway Systems ，または，

Automated Highway Systems）研究組合においては，車輌単独

の装備で，あるいは道路上に設置した車輌センサなどの支援

によって，追突事故，車線変更時事故，単独事故，交差点事

故防止システムの開発が進められている．Vehicle Safety 

Communication Consortium では，安全運転支援のための路車 

間協調（道路上の設備と車輌搭載システム間の協調）とその

間（路車間）の通信，車輌間（車車間）通信の研究やこれら

にデジタル地図を活用するための研究が行なわれている． 

ヨーロッパ連合（EU）では，2010年までに交通事故死者数

を半減するという目標の下で，研究が行われている．安全運

転支援としては，車輌単独，路車間協調，車車間協調システ

ムの開発予定が示されている．現在，具体的にその内容が示

されているのは，路上の停止車輌や前方障害物の情報通知シ

ステムについてである． 

 日本では，警察庁，通商産業省，郵政省，運輸省，および

建設省(省庁再編により運輸省と建設省は統合され2001年に

国土交通省と名称変更)の支援で，1994年1月に道路・交通・

車輌インテリジェント化推進協議会（VERTIS: VEhicle, Road 

and Traffic Intelligence Society；2001年にITS Japanと名

称変更）が発足し，ITS分野の研究開発及び実用化の推進役と

なっている．1996年7月に「高度道路交通システム推進に関す

る全体構想（ITS全体構想）」が策定され，以降，産学官の積

極的な連携下の国家プロジエクトとして推進されてきている

(1)．研究・開発の第１段階で達成されたのは，ナビゲーショ

ンシステムの高度化であった．VICS（Vehicle Information and 

Communication Systems）は1996年にサービスを開始した．安

全運転支援においては，ASV(Advanced Safety Vehicle)の研

究開発がなされ，車間距離維持優先自動速度制御システム

（Adaptive Cruise Control System）(4-5)を装備した車輌が2002

年には17万台が出荷されている．その他，車車間の通信や道

路システムと車間の協調システム（AHS:走行支援道路システ

ム），安全運転支援システム（DSSS：Driving Safety Support 

Systems）の研究開発あるいは実証実験などが行われてきてい

る．さらには，運転者の認知，判断，操作の支援システム，

道路状況の検知と運転者への通報システム，高齢運転者のた

めの知覚と操作支援システムの開発がなされている． 

2. 安全運転支援の考え方 

2.1. 安全運転の考え方 

上記のように，コンピュータや通信機能を利用しての安全

運転支援システムの開発研究が進んでいる．しかし，事故の

発生メカニズムの解明なしに，有効な安全運転支援システム

の開発は困難といえる．ところで，自動車の安全運転とは，

道路交通法を守った運転であるとか，注意した運転であると

考える人が多い．しかし，道路交通法を守った運転が安全運

転と回答する人であっても，遵守している人はごく少数であ

る．道路交通法の遵守が困難な理由が人にはあると考えられ

る．また，どのような運転が注意した運転であるかは，具体

的には示されてはいない．そこで，ここで，あらためて安全

運転とはどのような運転であるかを考察する． 

2.2. 事故（衝突）の発生条件(6) 

自動車運転事故の殆どが当該自動車と他の物体（歩行者や

他の自動車，道路上の構造物）との非意図的衝突，あるいは

崖などからの非意図的転落によって発生しているといえる．

これら衝突や転落は，“当該自動車の停止距離＞当該自動車
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の進行方向空間距離”という関係が生じて発生する（Fig.1）．

ところで，自動車の運転事故は，個々人にとっては，稀な現

象である．したがって，この不等式は，停止距離の突発的な

延長の発生時か，いつもよりも短い進行方向空間距離発生時

に成立していると見ることができる． 
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Fig.1 Terminology and collision condition. 

 

2.3. 停止距離の突発的延長の発生要因 

 停止距離は制動距離と空走距離からなる．空走距離は，運

転者の認知・反応時間と車速によって決まる．人の認知・反

応時間は，運転者自身がいくら努力をしてみても，突発的に

遅延する場合のあることが明らかになっている(7-8)．車速も一

定ではない．この認知・反応時間の突発的な延長や平素より

も高い走行速度により空走距離の突発的に延長する場合が発

生する．制動距離は車速と道路の摩擦係数，車輪の固定力に

より主に決定される．車速はさまざまであり，道路の摩擦係

数も一定ではない．従って，停止距離も一定ではなく，運転

者が予測したよりも長くなる場合も発生する．これらにより

進行方向空間距離よりも停止距離の長い場合が突発的に発生

する． 

2.4. 安全運転とはどのような運転か(6-7) 

自動車の運転事故は，当該車輌の停止距離よりも進行方向

の無障害空間（進行方向の最近物体が車輌であれば車間距離，

一般物体である場合は，進行方向空間距離と呼ぶこととする）

が小さい場合に発生する（Fig.1）．従って，前車の挙動に係

わらず衝突しないためには，停止距離以上の進行方向空間距

離を保持して走行する必要がある．そのためには，当該運転

者の通常の運転における最大停止距離以上の進行方向空間距

離を保持して走行しておく必要がある．当該運転者の認知・

反応時間とそのばらつきの大きさは，測定可能といえる．ま

た，速度情報は自動車に装備されている速度センサから得る

ことができる．また，局所的に変化する状況でなければ，道

路の摩擦係数もある程度の範囲で知ることは可能である．こ

れらの値を基に停止距離は推定できる．ただし，現状では，

一般の運転者には自己の認知・反応時間や道路の摩擦係数は

未知である．また，運転中に，停止距離を推定できる人は希

であろう．安全運転を実行できるためには，停止距離を実時

間で推定し，その値等を運転者に提供するシステムが必要で

ある． 

2.4. 人の距離及び時間知覚能力  

停止距離が既知であれば，それ以上の進行方向空間距離を

保持して走行することにより，衝突を防止できる．ただし，

停止距離以上の進行方向空間距離を保持しようとしても，人

の距離知覚能力はそれには十分でないことが報告されている

(9-12)．このようなことから，必要な大きさの空間を時間で保

持するような指導もなされている(13-17)．ただし，人の時間知

覚もそれ程正確ではない(18-19)．この様なことから，事故防止

のためには，停止距離の推定や停止距離以上の無障害空間の

保持に関して，人を支援するシステムを開発する必要がある

といえる．  

3．安全運転支援システムの問題点 

3.1. 車間距離維持優先自動速度制御システム（Adaptive 

Cruise Control System）(4-5) 

 現在，車間距離維持優先自動速度制御システム（Adaptive 

Cruise Control System：ACC）が開発され，既に，市販が開

始されている．このようなシステムの信頼性は，理論的には，

人間よりも高くできるであろうが，故障の可能性は無ではな

い．また，距離測定システムの測定範囲にも限界がある．こ

のようなことから，現在は，完全自動化による事故防止シス

テムとしてよりも，衝突時の速度を低減させるシステムとし

て装備されている．ところで，このようなシステムを利用し

て走行している際の，運転者の問題としては，どのようなも

のがあるであろうか． 

3.2. システムの動作異常時の対処 

車間距離維持優先自動速度制御（ACC）システムにおいて，

停止距離以上の進行方向空間距離を保持して走行するように

設定しておけば，衝突そのものも防止できよう．このために

は，例えば，高速道路においては，100m以上の進行方向空間

距離を保持しての走行が必要な場合もある．ただし，このよ

うに大きな距離を安定して測定できる安価な距離計は，現在，

入手困難である．また，方式によっては，近距離であっても

測定の困難な物体もある．測定不能の場合や動作が異常とな

った場合に，運転者がシステムの異常に気付き，対処を始め

るまでの時間は，例えば，完全自動運転の場合（遠隔操作に

よる他者の運転の場合），運転開始5分，10分，30分後におい

て，1.1秒，60分後では，それぞれ1.2秒，1.9秒となることが

報告されている(20)． 

ACC使用下では，運転者においては疲労の抑制が見られる．

しかし，一方では脳の覚醒水準が低下しがちとなる．このよ

うな状況では警告があって人が対応するまでに3秒程度を要
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するとの報告もあり(21)，対応の遅れの発生する場合も考えら

れる(22-23)．人の時間特性を考慮すると，ACC使用下では，衝突

防止のためにはかなり大きな進行方向空間距離で走行するよ

うにシステムを設定することが必要となる．ただし，車間距

離測定システムの信頼性の問題から，現在，市場に投入され

ているものは，かなり接近して初めて，制動が自動的になさ

れるものである(4-5)．従って，現在の殆どが，損（傷）害度低

減のためのシステムと言える．また，現状では，衝突可能性

のある物体や転落箇所を誤りなく検出できるものはないとい

える．これが，衝突防止支援システム開発の大きな障害とな

っている． 

3.3. その他の支援システムの問題点 

 自動運転自動車：人の誤りの出現確率は1/1000程度との推

定もある(24)．それに対し，現状のITSシステムにおいては，

例えば，磁気タイプレーンマーカの誤・未検出率は1/10000

である(25)．このようなことから，完全自動運転システムの開

発も試みられた．しかし，多様な対象を人と同じように認識

する情報処理機器の実現は困難であることから，現在のとこ

ろ，走路を完全に制御できる場合を除き，一般の道路での使

用は困難視されている． 

 車線維持支援システム(26-27)：曲線部では，正面衝突や単独

事故がより多く発生している．その原因は，反応の遅れ，或

いは，居眠り，または，操舵限界を超えた速度での走行と分

析されている．居眠りによる対向車線への逸脱防止には車線

維持システムは有効であろう．ただし，方式によっては，雨

や霧などの状況では機能しないシステムもある．また，曲線

部の車線マーカが常に有効となるよう，平素，維持管理して

おく必要がある． 

 交差点事故防止システム：交差点での自動車，自転車，歩

行者との衝突防止のために，それらの検出やその情報の通報    

可能なシステムを全ての箇所に設置するのは，財源的に困難

であろう．また，交差点に接近している車輌や自転車，人の

移動方向を全て予測するのは困難であろう．設置箇所とそう

でない箇所が混在している場合には，設置されていない箇所

での事故の多発も懸念される． 

 3.4. 安全運転支援システムの普及を困難にする要因 

仮に，安全運転支援システムが開発されても，その普及に

は困難な問題が予想される．人には，できるだけ早く目的地

に到着したいとの強い欲求（先急ぎ走行衝動）が認められる

(6)(28)．また，多くの人が速度を高めるほど，到着時間は早く

なると思っている（Fig.2）．このためか，予定の時間よりも

輸送に遅れが発生すると，その遅れを取り戻そうとして，多

くの人が高い速度で，また出来るだけ止まらないで，あるい

は他から割り込まれないように走行しようとする．事故を起

こした人についての直前の意識や態度の調査によると，半数

が急いでいたと回答している(29)． 
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Fig.2. Relationships between maximum limited speeds and traveling 

times(33)． 
 

このようなことが関係しているのであろうか，例えば，制

限速度以下走行制御（ISA）機能(30)付きの自動車に賛意を示し

た者は33%位であったという(31)．ただし，一時停止の標識のあ

る交差点で一時停止して安全を確認すると回答した人でも，

実行する人は少数であることから(32)，特に先急ぎの欲求が強

く働く場合には，安全運転支援機能を作動させないで自動車

を運転する人が出現することも考えられる．他の運転支援機

能に関しても同様の対応が予想される． 

４．運転者指導の必要性 

4.1. 先急ぎ運転抑制のための指導法 

できるだけ速度を高めて走行（急ぎの運転を）すれば，よ

り早く着くとの思いこみから(Fig.2)(33)，あるいは，他車より

も先行しようとして，または，割り込まれないようにと走行

し，多くの人が進行方向空間の短くなるような運転を行って

いる(6)(28)．ところで，Table １は，約1,740mile（約2,784ｋ

ｍ）の区間で安全運転を行った場合と先急ぎ運転を行った場

合の得失を示したものである(34)．先急ぎ運転の方が2時間48

分早く目的地に到着している．しかし，1,740mile を１人で 

 

Table 1. Traveling times, mean speeds, numbers of passing 

cars, numbers of sudden braking, quantity of gas 

consumption, and level of tire abrasion(34).    

 安全運転 急ぎの運転 　　差
走行時間 47時間53分 45時間 5分  2時間48分
平均時速  36mile/h  38mile/h   2mile/h
追越車両数     534台 　　898台     364台
急ﾌﾞﾚｰｷ回数       7回     184回     177回
燃料消費量   222.7ｌ   277.2ｌ    54.5ｌ
ﾀｲﾔ磨耗度 　　約1mm     約2mm     約1mm  

 

休みなく走行することはできない．そこで，例えば，その距

離の1/10を走行したとすると，到着時間差はおよそ17分とな

る．一方，それと引き替えに，追い越しや，急ブレーキなど
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で高い緊張を強いられ，早く疲労し，走行効率を低下させる

ようになる．急ブレーキは事故の一部と見ることもできる．

そのほか，燃料の消費，タイヤの摩耗などで失っているもの

も多い．あるタクシー会社で，運転者たちの反対を押し切っ

て，一般道路では60km/hを超過させないような強い管理がタ

コグラフを用いてなされた．これにより事故は半減した．一

方，収入は20%ほど増加したという．急ぐ運転は，得ではない

といえる(6)． 

4.2. 移動効率体験用シミュレータ(33) 

これまでの研究において，先急ぎ運転は効率的でないこと

を体験的に理解させると，多くの人が進行方向空間距離の大

きな運転を行うようになった．そこで，移動効率を体験でき

るシミュレータを開発し，それによる指導を試みた．シミュ

レータは，福岡市のある区間の道路環境を再現できるように

した（距離：7.5km）．このシミュレータで，最高速度が40km/h，

50km/h，60km/h，70km/hの３条件で走行させた（実際の道路

の制限速度は50km/h）．走行する前に予測走行時間，体験後

に体感走行時間を回答させた．走行時間は，最高速度が高い

ほど短くなると回答する者が殆どであった．この区間の実走

行においては，最高速度が50km/h以上では，殆ど差は認めら

れなかった．むやみに速度を高くしても意味あるほどに到着

時間は早くはならないのである（Fig.2）． 

このような体験をさせ，路上で再度自動車を運転させた．

体験前に比較し，体験後は進行方向空間が有意に大きくなっ

た（Fig.3）．このように，先急ぎ運転はそれほど効率的では

なく，また，強い緊張感や事故の可能性が高くなるなど，逆

に失うものも多いということを体験し理解すると，多くが，

むやみに急ぐことのない運転を積極的に行うようになる． 
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Fig.3. Headway times before and after experiences of the 

simulator and watching the video for education (33)． 

  

4.3. 出会い頭の衝突事故の発生メカニズム(6) 

出会い頭の衝突は，多くが信号のない交差点で発生してい

る．どのような運転が行われているであろうか．福岡県内で

の調査によると，確実に停止した上で接近車輌などの確認を

行っている車は約8%以下であり(6)，殆どが徐行しながらの確

認であった（他県でも同様な状況である）． 

 ここで，安全確認時の速度を5km/h，運転者の認知・反応時

間を１秒，制動時間を１秒としよう．また，交差点で他の車

輌の確認を行える状況では車頭が交差道路に1mほど出ている

とすると，車輌が完全に停止した時点では，車頭は3mほど道

路に出ている計算となる．すなわち，接近車輌に気が付いて

停止操作をしても，一車線をふさぐ状態で停止することにな

る．この場合，交差点から15mくらいの所を時速50kmくらいの

速度で接近する車輌があると，衝突を回避できない場合が発

生する(35)． 

4.4. 出会い頭の衝突事故の防止法(35) 

見通しのよくないところを安全に通過するためには，“相

手車輌の停止距離＞相手車の自車までの空間距離”とならな

いように，相手車との間の空間を確認して交差点を通過する

必要がある．そのためには，完全に停止した状態で交差点の

安全を確認する必要がある．自動車や自転車，人が間近に迫

っている際は，動かなければよいのである． 

 個人差や状況差はあるが，安全確認には少なくとも１秒程

度以上の固視を必要とする．左右を2回以上確認すると4秒以

上を要することとなる．したがって，安全であるかどうかを

交差点で確認するためには４秒以上停止して安全確認を行う

必要があろう． 

 一時停止の上での安全確認を行うような運転を習慣化する

ための教育・指導法：確実に停止して安全の確認を行えるよ

うにするには，まず，一時停止を省略しても到着時間は意味

あるほどには短縮しないことを理解させるのが最も重要であ

る．また，殆どの人が自分自身は一時停止しての安全確認を

行っていると思っており(36-37)，意識と実際の挙動に差異のあ

ることを認識出来るようにすることも必要である． 

 種々の指導を試みた結果(36-37)，次のような指導法が最も効

果的であった．①まず，一時停止の標識のある交差点を複数

含むコースを運転させ，その間の運転挙動をビデオ装置で録

画する．②その次に，模範的な運転の仕方を示したビデオ教

材(35)を視聴させる．③次に，各人の運転状況を撮影したビデ

オを再生し，それと模範的運転との違いを確認させる（殆ど

の人が一時停止しての確認を行っていないことに気づく）．

④また，人の先急ぎの衝動と交通事故や移動効率との関係に

ついて説いたビデオ作品(38)も視聴させた． 

 このような方法により殆どの人が停止状態で安全確認をす

るようになった．しかし，単に一時停止の必要性を説いても，

あるいは交差点の絵などを示して，どのような運転を行えば

よいかを討論（危険予測訓練）させて意識変容があっても，

運転における効果的変容は多くは認められなかった(39-40)． 

 一時停止の上で安全確認を行う運転の指導・訓練用シミュ

レータを開発し，上記と同じように，口頭指示法，危険予測

訓練法，自己挙動と模範運転との比較法について実験を行っ

た．その結果，自己の挙動と模範的運転とを比較する方法に
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おいて，同様に高い効果が得られた(39-40)． 

 ５．運転者の覚醒支援法 

5.1. 運転者の脳の活動水準推定・脳の活動水準低下防止

システム 

 停止距離以上の大きさの空間を進行方向に自動的に保持す

るようにしておけば，衝突は発生しない．ただし，運転作業

を自動化すると，運転者の脳の活動水準はそれに伴い低下し

がちとなる．従って，自動化に当たっては，最適な支援水準

の考慮が必要である． 

一方では，システムの監視を行えないほどに，或いは，適

切な運転操作を行えないほどに，運転者の脳の活動水準の低

下が予測される場合には，事前に，運転者の脳の活動水準を

高める処置，或いは，運転制御そのものにシステムが直接関

与することも必要となる．事故（衝突）防止のためには，適

切に対応可能な脳の活動水準に運転者があるかの検出・評価

法の開発が必要である．現在，この方法は，種々提案されて

いるが，安定的に可能なものは未知といえる． 

5.2. 運転者支援システム例(41) 

 Fig.4は，出会い頭の衝突と追突防止のために開発された運

転者支援システムである．本システムにおいては，車間距離，

及び，道路の摩擦係数，速度，運転者の最大認知・反応時間

による停止距離を演算し、この値と進行方向空間距離とを比

較して，もし，衝突可能性があれば，運転者に警報を与える

ことが出来る．一時停止挙動の評価は，速度信号とGPS，デジ

タルマップにより行う．本システムにおいて，一時停止を行

う必要のある交差点では，警報を出し，一時停止を促す．一

時停止を行わない場合は，さらに警報を与える． 

自己管理のできる人は，警報によって適当な進行方向空間

距離を保持して走行できるようになるであろう．また，一時

停止しての安全確認も行うようになろう．しかし，自己管理

のできない人も時々見かけられる．このような人には，他の

人の支援が有効である．危険な状況では，移動（携帯電話） 

進行方向
空間距離

距離計

VIDEOカメラ
通信装置
(携帯電話/PHS)

車載コン
ピュータ
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車速センサ

管理コン
ピュータ

管理者

通信装置

基地局

運転者

前方画像

速度

位置

摩擦係数推定

反応時間測定

 

Fig.4. The driver support system for safe driving(41). 

 

通信網をつかって，その状況を支援者に電送する．それをも

とに，支援者は，通信網を経由して，口頭でその状況を運転

者に伝える．企業の場合は，支援者は安全運転管理者などが

努めると，効果的であると思われる． 

本システムは，通信基盤としては既に構築済みの携帯電話

網の使用が可能であり，また，単一の車輌への装備でも機能

する実用性の高いものである．   

６．おわりに 

 コンピュータと各種センサ，通信システムがあれば，自動

車利用時の安全管理や各種支援が可能となる．しかし，その

ためには，まだ解明すべきことが多々あるといえる．安全運

転支援システムに関しては，情報機器によるパタン認識能力

の不十分さや機械装置の信頼性が完全ではないことから，自

動車の走行操作の完全自動化は困難であるといえる．従って，

現状では，部分的な運転支援システムを開発せざるを得ない．

ただし，事故の発生メカニズムの解明が十分でないまま，安

全運転支援システムの開発を進めても，出来上がったものの

有用性は低いものになる可能性もある． 

また，システムの誤動作や故障は無ではないので，人によ

る監視が必要であるが，運転操作の自動化を進め，運転者の

作業が少なくなると，運転者の脳の活動水準は低下しがちと

なる．従って，運転者の脳の活動水準の低くならない程度の

作業は運転者に行わせる必要がある．あるいは，長距離運転

における疲労を軽減するために運転支援を行う場合であれば，

必要なときには運転者の脳の活動水準を高くできるような対

処法の開発が必要といえる．上記の視点で我々が開発を進め

ている安全運転支援システムの紹介も行った． 
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(本論文の内容は、自動車技術会2005年春学術大会フォーラム

「ウェアラブルコンピュータ」で発表した内容を一部改変し

たものである) 
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